
2026 年 10 月 28 日の分科会の議題について、以下の通り、意見を提出します。 

 

家森信善 

 

海外需要開拓支援機構に関する意見 

2022 年 11 月に「抜本的な経営改善策」が策定されたものの、2025 年度決算では「修正後

計画」の累積損益の目標を下回っています。今回の検証では、設立当初からの構造的な問

題に加え、2022 年の改善策の実施が不十分であったのか、あるいは、改善策の内容や前提

に問題があったのかについても、検討していただきたいと考えます。これらの要因を明ら

かにすることは、今後、類似の問題が発生した際に、本分科会が改善策の妥当性や実効性

を検討する上でも有益と考えます。 

 

 

株式会社国際協力銀行に関する意見 

日米戦略的投資に関する情報開示の強化に賛同します。個別案件の機密性に配慮しつつ、

期待される日本経済への裨益、償還確実性・収支相償の原則を満たすと判断した根拠、事

業が想定どおり進まない場合の対応について、可能な限り具体的な説明があることが望ま

しいと考えます。 

また、米国側の案件提案等に左右されるため、必要資金の見通しに不確実性があることは

理解します。体制強化が進められていることも承知しておりますが、事業規模の算定に当

たっては、足元の案件の進捗に加え、十分な審査と投融資後のモニタリングを行える件

数・金額であるかを確認する必要があります。こうした観点から実行可能な事業規模を見

極め、それに応じた与信余力の拡大を検討すべきと考えます。その上で、与信余力の拡大

に必要な額とリスクバッファの算定根拠を明らかにし、産業投資による出資の必要額を十

分に精査していただきたいと考えます。また、投融資後のモニタリングの体制についても

引き続き充実を図っていただきたいです。 

 


